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 第 7 回アジア太平洋適応ネットワーク (APAN) フォーラム  セッション・レポート 

科学的知見を気象災害に対する社会経済の強靭性強化につなげる取組の現状と課題 

 

 

日時：    2021 年 3 月 10 日(水) 16:00 ～ 17:30 (日本時間） 

場所：    インターネット配信 

主催：    環境省、公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES) 

視聴者数： 114 (APAN フォーラムオンライン会議システム上のセッション視聴登録者数) 

 

概要： 

本セッションでは、アジア太平洋地域において、気候変動適応と防災のシナジーを高め社会経済的な発展に

つなげていくための、科学的な知見をベースにした、様々なステークホルダーの協力体制の構築について議論

した。 

昨年 6 月、環境省と内閣府が「気候変動×防災」国際シンポジウムを共催し、両者の統合に向け国際的にも

活用可能な概念、「適応復興(Adaptive Recovery)」が提示された。本セッションではその内容をスタート地点と

し、議論を深めていった。政府機関としてモルディブ国環境省から、気候変動による経済的影響、特に観光産

業等への影響について事例を交えて共有いただいた。また、経済セクターからは東京海上日動火災保険株式

会社の方をお招きし、気象災害の民間企業への影響や企業が必要とする科学的知見について、現状と将来の

課題をお話しいただいた。研究分野からは、国立環境研究所より、科学的知見に基づくリスク分析・評価・政策

決定の重要性や日本の研究知について紹介いただいた。さらに、気象災害の影響に対処する上で重要な方策

となる、生態系を活用した適応や防災（EbA, Eco-DRR）について、国際自然保護連合（IUCN）よりその活用方

法と課題点を紹介していただいた。 

最後に、それらの話題を踏まえ、適応対策と防災対策を統合し、気象災害による経済や社会への影響を低

減していくために、様々なステークホルダーが、科学的知見やそれに基づく評価を活用していくための、アジア・

太平洋地域のプラットフォームの在り方について議論を行った。 

 

セッション構成： 

・ 第 7 回 APAN フォーラムは 4 つのストリーム（主題）を縦軸、5 つのイネーブラー（実現要素）横軸とする各

セッションから構成されている。本セッションは「経済セクターのレジリエンス」ストリーム、「科学と評価」イ

ネーブラーのセッションとして開催された。 

・ 日英同時通訳あり（Zoom 画面上にて言語選択可）。 

・ 英語版（オリジナル）を閲覧するためには、事前に APAN フォーラムオンライン会議システムへの登録要、

日本語版は Youtube の専用チャンネルにて LIVE ストリーミング配信を行った。 
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プログラム： 

総合司会 アルギャ・シンハ・ロイ 

アジア開発銀行（ADB） 気候変動適応シニア・スペシャリスト 

開会挨拶 髙橋 一彰 

環境省 地球環境局 総務課 気候変動適応室 室長 

基調講演 竹本 和彦 

国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS） 客員教授 / 

一般社団法人 海外環境協力センター(OECC） 理事長 / 

東京大学未来ビジョン研究センター 特任教授 

パネル 

ディスカッション 

登壇者： 

アナ・ハサン 

モルディブ環境省 気候変動部 部長補佐 

 

長村 政明 

東京海上日動火災保険株式会社 国際イニシアティブ フェロー 

 

吉川 圭子 

国立研究開発法人国立環境研究所(NIES) 気候変動適応センター(CCCA)  

副センター長 

 

ラディカ・ムルティ 

国際自然保護連合(IUCN) グローバル生態系管理プログラム プログラム長 

 

モデレーター： 

ピーター・キング 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES)  バンコク地域センター  

シニアアドバイザー 

 Q&A セッション 

 閉会 
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レポート（要約版）： 

概要 

本セッションでは、開発途上国、民間企業、科学者、国際機関の視点から、アジア太平洋地域で気候変動適

応策と防災対策を統合して社会経済的なレジリエンスを強化するために、科学的知見をいかに実践に結びつ

けるかという、具体的な方策が議論された。 

基調講演では、2020 年 6 月に開催された「『気候変動×防災』国際シンポジウム」の成果と、日本の環境大

臣、内閣府特命担当大臣（防災）の共同メッセージが紹介された。 

続いて、パネリストが以下の内容を報告した。1）モルディブにおける観光業を含む経済分野における気候変

動適応策の取り組みと課題、2）民間企業に対する気候変動の影響と企業の科学的根拠に基づく対策、3）災害

リスクの軽減と復興に適応策を組み込むために必要な科学的知識とツール、4）経済発展のための自然に基づ

く解決策(NbS)の重要性と他の対策との効果的な統合。 

これらの報告をもとに、アジア太平洋気候変動適応ネットワーク（APAN）やアジア太平洋気候変動適応情報

プラットフォーム（AP-PLAT）への期待や、「適応復興（Adaptive Recovery）」の概念に基づく「気候変動×防災」

の相乗効果を実現し、気候変動に対して強靭な社会経済を構築するために、アジア太平洋地域ができることに

ついて議論が行われた。 

 

課題と解決策 

パネルディスカッションでの議論では、本セッションのテーマに関連する課題と解決策として、以下の点が整理

された。 

課題： 

 気候変動の影響や対策は場所によって異なるため、各地域、各セクター、各企業のニーズに合わせた

アプローチをとる必要がある。 

 気候変動に伴う自然災害のリスクを回避・低減するためには、科学的知見に基づき、マルチステークホ

ルダーの協力を得て、質の高い防災インフラの整備、NbS の推進、災害リスクの低い地域への移転を

含む土地利用計画の見直し、早期警報システムや避難システムの整備などの施策を適切に組み合わ

せて実施する必要がある。 

 気候変動適応策と防災対策を統合することの重要性は認識されているものの、その実践のために必要

な科学的知識は、実務者が利用できる形で提供されていない。 

 

解決策： 

 観光業における適応計画には、コミュニティを基盤としたアプローチが重要である。 

 各地域で利用が可能なツールを充実させることで、災害リスク軽減のための先行投資を強化する。 

 企業の拠点等における災害状況を迅速かつ俯瞰的に把握し、防災行動の意思決定を支援する防災情

報配信サービスを提供する。 

 APEC 財務大臣プロセスや災害リスクファイナンス・保険（DRFI）など、アジア太平洋地域で増加する災

害リスクに対応するため、災害保険スキームなどの強固な財務管理システムを開発する。 
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 地域別の脆弱性について多元的に評価を行うシステムを開発し、気候変動による影響・リスクの地域分

析を行い、気候変動リスクを増幅させる要因を理解することにより地域の適応策の特定を行う。 

 生態系を活用した適応(EbA)などのアプローチにより、気候変動適応策、防災、生物多様性保全を統合

するための科学的知識へのアクセスを強化する。 

 金融機関の意思決定者の間で、NbS のビジョンを共通の基準で共有するための議論の場を設ける。 

 アジア太平洋地域における国際機関、研究機関、民間企業、市民、NGO などのマルチステークホルダ

ーが協力するためのプラットフォームを強化する。 

 

主要メッセージ 

科学的知見を気象災害に対する社会経済の強靭性強化に結びつけるためには、以下のような地域的協働

が必要である。 

 地域特有の状況に応じた気候・災害リスクの脆弱性と影響の評価を支援するツールを開発し普及させ

る。高品質な防災インフラの整備、NbS の推進、災害リスクの低い地域への移転を含む土地利用計画

の見直し、早期警報・避難システムの開発など、様々な関係者が科学的知見を活用して適切な対策を

講じることができるよう、WEB アプリケーションなどのツールを開発することが有効である。 

 適応能力を強化し、気候リスクについてのエビデンスに基づく理解を深めるというニーズに応えるため、

リスクの状況変化に応じてアプローチを進化させる必要がある。そのために AP-PLAT は、科学的知識

を提供し、優良事例を共有し、科学的根拠に基づくツールを開発・提供するものである。本プラットフォー

ムを通じ、実務者、特に開発途上国の政府関係者が科学的知識にアクセスし、意思決定に活用できる

ようなキャパシティビルディングの提供が必要である。 

 マルチステークホルダー間の協力と連携の強化が肝要である。科学的知見を実践者のコミュニティに届

けるためには、国際的な協力が不可欠である。そのためには、科学者コミュニティと実践者コミュニティ

の連携が必要である。AP-PLAT は、気候変動と防災の統合に必要な科学的知識を、実務者、特に開

発途上国の政府関係者が利用できる形で提供する場として有効である。 


